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商業地等の負担水準引下げ条例減額及び税額が前年度の1.1倍を超える土地に対する条例減額(概要） 

商業地等の負担水準引下げ条例減額
税額が前年度の1.1倍を超える

土地に対する条例減額

目的
　23区商業地等について
　・負担水準の不均衡を是正
　・過重な負担の緩和

　23区における住宅用地等に係る
　過重な負担の緩和

経緯
　平成17年度　　　　　　創設
　平成18年度以降　　　１年毎に延長

　平成21年度　　　　　　創設
　平成29年度まで　　　継続（３年毎に延長）

税目 　固定資産税・都市計画税（土地） 　固定資産税・都市計画税（土地）

根拠
　地方税法附則第21条・第27条の４
　都税条例附則第15条の２・第20条の２

　地方税法附則第21条の２・第27条の４の２
　都税条例附則第15条の３・第20条の３

軽減対象 　負担水準が65％を超える商業地等 　税額が前年度の1.1倍を超える住宅用地等

軽減割合 　負担水準65％の水準まで税額を軽減 　前年度税額の1.1倍まで軽減

影響額
　平成27年度(決算)           ： △92億円
　平成28年度(補正後予算ﾍﾞｰｽ) ： △92億円
　平成29年度(当初予算ﾍﾞｰｽ)   ： △86億円

　平成27年度(決算)　　　　   ： △26億円
　平成28年度(補正後予算ﾍﾞｰｽ) ： △19億円
　平成29年度(当初予算ﾍﾞｰｽ)　 ： △14億円

イメージ

価格1000 H29

今年度
課税標準額

500 今年度課税標準額＝450＋（1000×5％）＝500

495
前年度課税標準額×1.1＝495

450
前年度

課税標準額

←この部分に相当する税額を減額

H29（非住宅用地）

価格＝1000

前年度課税標準額＝450

負担水準＝450÷1000×100＝45％

今年度課税標準額＝500

（前年度課税標準額450＋価格1000×5％）
価格1000 H29
今年度

課税標準額

670 負担水準67％のため、前年度課税標準額670に据置

650
今年度価格1000×0.65＝650

←この部分に相当する税額を減額

H29（非住宅用地）

価格＝1000

前年度課税標準額＝670

負担水準＝670÷1000×100＝67％

今年度課税標準額＝670（前年度課税標準額に据置）
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据置特例が適用される土地の固定資産税の影響額試算

○　東京都港区内の非住宅用地（地積116.85㎡）を例として

注１  「65％減額」は、「商業地等の負担水準引下げ条例減額」。 

 ２ 「1.1倍減額」は、「税額が前年度の1.1倍を超える土地に対する条例減額」。 

 ３ 「平成（Ｘ）年度」は、評価替えを行う基準年度。 

Ａ　据置特例廃止 Ｂ　据置特例廃止 Ｃ　据置特例継続
　　65％減額廃止 　　65％減額継続

１㎡当たり
単価

106.4 万円
１㎡当たり

単価
111.0 万円 111.0 万円 111.0 万円

価格
（1㎡当たり単価×地積）

 1億2,433 万円 価格
（1㎡当たり単価×地積）

 1億2,970 万円  1億2,970 万円  1億2,970 万円

課税標準額 8,380 万円 課税標準額 9,029 万円 9,029 万円 8,380 万円

当初税額
（課税標準額×1.4%）

117.3 万円 当初税額
（課税標準額×1.4%）

126.4 万円 126.4 万円 117.3 万円

65％減額 65％減額

65％減額
適用後税額

113.1 万円
65％減額

適用後税額
118.0 万円

前年度との
税額の差

＋13.3 万円 ＋4.9 万円 ＋4.2 万円

備考

1.1倍減額継続なら
税額は  124.4万円
前年度との税額の
差は　＋11.3万円

Ａ－Ｂは
＋8.4万円

Ａ－Ｃは
＋9.1万円

平成（Ｘ）年度（価格4.3％上昇、負担水準64％）
平成（Ｘ－１）年度

適用あり 適用あり
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住宅用地に対する課税標準の特例措置 

 賦課期日（毎年１月１日）現在、以下に該当するものをいう。 
 

 ① 専用住宅（専ら人の居住の用に供する家屋）の敷地の用に供されている土地で、 

       その上に存在する家屋の床面積の10倍までの土地 
 

 ② 併用住宅（その一部を人の居住の用に供する家屋で、その家屋の床面積に対する 

       居住部分の割合が1/4以上あるもの）の敷地の用に供されている土地 

       のうち、その面積（ただし、その上に存在する家屋の床面積の10倍 

       まで）に右表の率を乗じて得た面積に相当する土地 

家屋の種類
併用住宅における
居住部分の割合

率

１／４以上１／２未満 ０．５

１／２以上 １．０

１／４以上１／２未満 ０．５

１／２以上３／４未満 ０．７５

３／４以上 １．０

下に掲げる
家屋以外の
家屋

地上階数５以
上を有する耐
火建築物で
ある家屋注２

１．概要 

２．経緯 

３．住宅用地とは 

昭和48年度 固定資産税の住宅用地特例の創設（特例率１/２）
※家屋の床面積の10倍要件、併用住宅の場合の算入率は現行と同様

昭和49年度 固定資産税の小規模住宅用地特例の創設（特例率１/４）
※200㎡までの住宅用地に対するもの

平成５年度
※適用開始は平成６年度

固定資産税の住宅用地特例の拡充（特例率　小規模１/４→１/６、一般１/２→１/３）
都市計画税の住宅用地特例の創設（特例率　小規模１/３、一般２/３）

目的

根拠

固定資産税 都市計画税

小規模住宅用地 住宅用地で住宅一戸につき200㎡までの部分 価格×１／６ 価格×１／３

一般住宅用地 小規模住宅用地以外の住宅用地 価格×１／３ 価格×２／３

区分
本則課税標準額

住宅政策上の観点から、住宅用地に係る税負担については緩和することが必要であるため

地方税法第349条の３の２（固定資産税）
地方税法第702条の３（都市計画税）

特例割合

注１ 一般財団法人資産評価システム研究センター「地方税における資産課税のあり方に関する調査研究（平成28年３月）」等より作成。 

 ２ 耐火建築物とは、主要構造部を耐火構造とした建築物とし、地上階数は、当該建築物の階数（建築基準法施行令第２条第１項第８号に定めるところ 

   により算定した階数をいう。）から地階（同令第１条第２号に規定する地階をいう。）の階数を控除した階数をいう｡ 
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住宅用地特例を縮小・廃止した場合の増収額試算（全国・平成27年度ベース） 

注１ 住宅用地にかかる課税標準の特例について、特例率を縮小・廃止した場合の増収額を試算。 

 ２ 総務省「平成27年度 固定資産の価格等の概要調書」をもとに、固定資産税率は一律1.4％、都市計画税率は一律0.3％で算出。 

現行 試算 
（単位：億円） 

小規模:１／６【－】
一　般:１／３【－】

税収 税収 差引増収額 税収 差引増収額 税収 差引増収額

小規模住宅用地
7,317 10,975 3,658 21,950 14,634 43,901 36,584

一般住宅用地 3,155 4,733 1,578 4,733 1,578 9,465 6,310

住宅用地計
10,472 15,708 5,236 26,683 16,211 53,366 42,894

小規模:１／３【－】
一　般:２／３【－】

税収 税収 差引増収額

小規模住宅用地
2,766 8,297 5,531

一般住宅用地 795 1,193 398

住宅用地計
3,561 9,490 5,929

都
市
計
画
税

固
定
資
産
税

特例率【現行制度との差】
小規模:なし【3.0倍】
一　般:なし【1.5倍】

特例率【現行制度との差】
小規模:１／４【1.5倍】
一　般:１／２【1.5倍】

小規模:１／２【3.0倍】
一　般:１／２【1.5倍】

小規模:なし【6.0倍】
一　般:なし【3.0倍】
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住宅用地特例が適用される土地の固定資産税及び都市計画税の影響額試算（東京都特別区） 

注１ 平成27年度東京都主税局委託調査「東京都特別区における固定資産税負担の実態に関する調査」をもとに作成。 

 ２ 同調査は主たる居住用住居を対象としており、例示の地積及び税額は土地及び家屋を所有する世帯の固定資産税額及び都市計画税額の 

  平均値である。 

 ３ 平均地積が200㎡以下であったことから、小規模住宅用地として試算を行った。 

○ 東京都特別区内の小規模住宅用地（地積132.4㎡）を例として 

固定資産税 １／６ 固定資産税 １／４ １／２ なし

都市計画税 １／３ 都市計画税 なし なし なし

67,600
101,400

（＋33,800）
202,800

（＋135,200）
405,600

（＋338,000）

21,100
63,300

（＋42,200）
63,300

（＋42,200）
63,300

（＋42,200）

88,700
164,700

（＋76,000）
266,100

（＋177,400）
468,900

（＋380,200）
合計

（現行制度との差引額）

特例率

現　行　制　度 試　　　算

特例率

固定資産税
（現行制度との差引額）

都市計画税
（現行制度との差引額）

固定資産税

合計

都市計画税

（単位：円） 
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新築住宅に対する固定資産税の減額（一般住宅分・長期優良住宅分） 
※平成30年３月31日までの間に新築された住宅について適用 

○一般住宅分 

○長期優良住宅分 

住宅の種別 軽減期間 軽減割合 対象床面積

①一般の住宅（②以外） 3年度分

②3階建以上で耐火構造の住宅 5年度分
1／2

居住部分に係る床面積で、120㎡が限度
（120㎡を超えるものは120㎡相当分まで）

住宅の種別 軽減期間 軽減割合 対象床面積

①一般の長期優良住宅（②以外） 5年度分

②3階建以上で耐火構造の長期優良住宅 7年度分
1／2

居住部分に係る床面積で、120㎡が限度
（120㎡を超えるものは120㎡相当分まで）

制度創設年度
平成27年度減収額

（家屋分税収に占める割合）
平成27年度適用件数

一般住宅分
昭和39年度

※通達による制度創設は昭和27年7月
956億円
（２．６％）

237.8万件

長期優良住宅分 平成20年度
265億円
（０．７％）

51.4万件

注１ 一般財団法人資産評価システム研究センター「地方税における資産課税のあり方に関する調査研究（平成28年3月）」より作成。 

 ２ 平成27年度減収額及び適用件数は、総務省「平成27年度固定資産の価格等の概要調書」及び「平成29年版地方財政白書」により作成。 

（参考） 

※床面積要件  居住部分の床面積が50㎡（戸建以外の貸家住宅の場合は40㎡）以上280㎡以下 

 居住割合要件 居住部分の床面積が当該家屋の床面積の１/２以上 

 都市計画税には適用無し 
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新築住宅着工戸数の推移 

0

200

400
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S39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 H2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

注 一般財団法人資産評価システム研究センター「地方税における資産課税のあり方に関する調査研究」（平成28年３月）及び国土交通省 

 「住宅着工統計（2016年）」より作成。 

○昭和43年に100万戸を越えて以降、景気の影響などにより増減を繰り返しながらも、100万戸を 

 越える水準で推移。 

○リーマンショックにより大幅な減少が見られ、40年ぶりに100万戸を下回ったものの、平成22年 

 以降は緩やかな持ち直しの傾向が継続。 

○平成26年は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減や消費者マインドの低下等により、 

 5年ぶりに減少したが、平成27年以降は再び増加傾向。 

（千戸） 

（年） 

第１次 

オイルショック 

（S48.10～) 

第２次 

オイルショック 

（S54～) 

消費税導入(3%) 
(H1.4.1) 

消費税引上げ(5%) 
(H9.4.1) 

消費税引上げ(8%) 
(H26.4.1) 

阪神・淡路大震災 
H7.1 

東日本大震災 
H23.3 

いざなぎ景気 

（S40～S45） 
いざなみ景気 

（H14～H20） 

バブル景気 

（S61～H3） 
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「住生活基本計画（全国計画）（平成28年3月）」における考え方

第１ 住生活をめぐる現状と今後10年の課題、それらに対応するための施策の基本的な方針 

（１）住生活をめぐる現状と今後10年の課題 

（リフォーム・既存住宅流通等の住宅ストック活用型市場への転換の遅れ） 

 ○ 平成25（2013）年には、住宅ストック数は約6,063万戸となり、戸数的には充足。空き家も約820万戸と 

  なり、空き家問題が深刻化する中で、既存住宅活用型市場への転換が求められてきた。 

 ○ 既存住宅活用型市場の柱である、住宅リフォーム市場規模、既存住宅取引数は、ともに伸び悩んでおり、 

  新築住宅中心の市場から既存住宅活用型市場への転換が遅れている。 

第３ 大都市圏における住宅の供給等及び住宅地の供給の促進  

（１）基本的な考え方  

 ④ 具体的には、以下のとおり、良好な居住環境の形成に配慮しながら、地域の属性に応じた施策を推進。  

  ア 都心の地域その他既成市街地内  

    土地の有効・高度利用、既存の公共公益施設の有効活用、防災性の向上、職住近接の実現等の観点 

   から、建替えやリフォーム等を推進するとともに、良質な住宅・宅地ストックの流通や空き家の有効 

   利用を促進。  

  イ 郊外型の新市街地開発  

    既に着手している事業で、自然環境の保全に配慮され、将来にわたって地域の資産となる豊かな居 

   住環境を備えた優良な市街地の形成が見込まれるものに限定。 

注１ 「住生活基本計画（全国計画）」（平成28年3月18日閣議決定）より抜粋。 

 ２ 下線は事務局による。 
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注　日本税理士連合会税制審議会「償却資産に係る固定資産税制度のあり方について」（平成28年12月14日）より抜粋。　

固定資産税（償却資産）の賦課期日の見直しに関する日本税理士連合会の意見

 法人に対する償却資産の課税に当たっては、賦課期日を法人の決算日として同

日に所有している資産に課税することとし、かつ、申告期限も法人税と一致させ

ることにより事業者の事務負担の軽減を図るべきであるという意見が多い。ただ

し、現行制度のように償却資産に対する課税を固定資産税に含めている限り、賦

課期日を法人の決算日とすることは困難であるという意見もある。 

 この問題について、償却資産に対する課税制度を固定資産税とは異なる税目と

すれば、１月１日を賦課期日とする現行の制度を見直し、課税の基準日を法人の

決算日とする制度設計が可能となる。また、償却資産に係る申告期限と法人税の

申告期限を一致させることも容易になると考えられる。 

 なお、仮に償却資産に対する課税制度を固定資産税として存置するとしても、

現行の賦課期日を法人の決算日に改めるとともに、その申告期限も法人税と整合

させることが適当である。 

Ⅲ 新たな課税制度の個別論点 

２．賦課期日と申告期限 

 (1) 賦課期日の見直し 
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注　一般財団法人資産評価システム研究センター資料、「平成28年度版要説固定資産税」（固定資産税務研究会）、「[月刊]税」（2017年１月）より作成。　

賦課課税方式と申告納税方式

【償却資産の申告義務】 

 固定資産税の納税義務がある償却資産の所有者は、毎年１月１日現在における償却資産について、その所在、

種類、数量、取得時期、取得価額、耐用年数、見積価額その他償却資産課税台帳の登録及びその償却資産の価

格の決定に必要な事項を１月31日までにその償却資産の所在地の市町村長に申告しなければならないものとさ

れている。（地方税法第383条） 

 

【償却資産の申告義務を課している理由】 

 「土地及び家屋は、登記簿をもってその課税客体を捕捉する事ができるが、償却資産についてはそのような

方途はないので、所有者から申告書の提出を求めることとし、課税庁の税務調査と相まってその的確な捕捉を

期している。」（固定資産税逐条解説） 

○申告制度の有無 

○租税確定方式 

① 

② 

③ 

賦課課税方式
（普通徴収）

納付すべき税額が課税庁の処分によって確定する方式。

申告納税方式
（申告納付）

納付すべき税額が納税者の申告によって確定する方式。
　…申告書に記載した税額をその提出期限までに納付
　　しなければならない。

申告不要 ① 固定資産税（土地・家屋）、入湯税、国税の各種加算税等

② 固定資産税（償却資産）、個人住民税、自動車税等

③ 所得税、法人税、法人事業税、法人住民税等
申告必要
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注　東京都主税局ホームページ等より作成。　

償却資産の申告から課税までの流れ（東京都）

１月１日 

賦課期日 

～１月31日 

償却資産 

申告書の提出 

３月31日 

価格等の決定 

４月上旬 

課税台帳に 

登録した 

旨の公示 

課税台帳の 

閲覧 審査の申出、審査請求 

６月上旬 

税額の算出 

６月末～ 

納期 
（６月、９月、 

12月、翌年２月） 

申告内容の確認調査 
 …・電話での問い合わせ 

  ・資料提供の依頼 

  ・実地調査 

  ・所得税又は法人税に関する書類の閲覧 

法
人
・
個
人

 

都
税
事
務
所

 

価格等の 

算出 課税台帳への 

登録 

納税通知書の 

交付（課税） 

資産の申告もれ等が 

判明した場合は 

申告内容を修正 

納 付 
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事業年度
終了月

申告法人数
（社）

割合
事業年度
終了月

申告法人数
（社）

割合

４月 187,427 7.1% ４・10月 1,819 0.1%

５月 216,448 8.2% ５・11月 1,899 0.1%

６月 254,583 9.6% ６・12月 4,195 0.2%

７月 200,614 7.6% ７・１月 2,513 0.1%

８月 230,739 8.7% ８・２月 3,234 0.1%

９月 287,241 10.8% ９・３月 6,420 0.2%

10月 122,013 4.6% 計（②） 20,080 0.8%

11月 90,863 3.4%

12月 265,757 10.0%

１月 94,266 3.6% 423 0.0%

２月 174,803 6.6%

３月 508,030 19.1%

計（①） 2,632,784 99.2% 2,653,287 100.0%

注１　国税庁「統計年報」(平成27年）より作成。　

   ３　年３回以上決算がある場合は「その他」に区分。
   ４　表示単位未満四捨五入により、内訳の計は合計に一致しない場合がある。

　 ２　調査対象等：平成27年４月１日から平成28年３月31日までの間に事業年度が終了した内国普通法人（会社等、企業組合、及び医療法人）について、平成28年
　　　７月31日までに申告のあった事績及び平成27年７月１日から平成28年６月30日までの間に処理した事績を 「法人税事務整理表（申告書及び決議書）」に基づ
　　　いて作成。

決算期別の普通法人数（平成27年４月１日～平成28年３月31日）

年１回決算

年２回決算

その他（③）

合計（①＋②＋③）
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